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はじめに

エネルギーの釣合に基づく応答評価法 1)（以後，エネル

ギー法）は，従来の許容応力度や保有耐力による評価では

なく，地震によるエネルギー入力と建物の有するエネルギ

ー吸収能力の対比による評価から，構造物の耐震性を合理

的かつ的確に評価できる手法とされている 2)。実施例はい

まだ少ないが，その 1 つに物流施設が挙げられる 3)。 
近年，小売業のチェーン展開やインターネット通販市場

の拡大により大型物流施設の需要が高まっている。大型物

流施設は各階の積載荷重や階高が不規則となることで，高

さ方向に剛性が不均一な構造骨組となるケースが考えら

れる。高さ方向に剛性が不均一な建物では，従来のエネル

ギー法における仮定条件と異なるため適用できるか不明

である。エネルギー法による実設計をさらに普及させるた

めにも，知見の充実が望まれる。 
渋谷ら 4)は物流施設を想定し高さ方向に剛性が不均一な

1 つの建物モデルを用いて，特定の層の質量，剛性，耐力

をパラメータとしエネルギー法による検討を行った。本報

では，高さ方向に剛性が概ね均一な建物モデルと，不均一

な層剛性を有する 4 つの建物モデルを設定して，エネルギ

ー法における応答予測の適用性を時刻歴応答解析との比

較により確認する。また，高さ方向に剛性が不均一なこと

が損傷分布に与える影響について検討する。 
 

入力地震動および検討建物概要

入力地震動には，コーナー周期 Tc = 0.64 s 以降で擬似速

度応答スペクトル p SV = 1.0 m / s（h = 0.05）となる模擬波 2
波を用いる。位相特性は，1968 年の十勝沖地震における

HACHINOHE EW 成分と，1995 年の兵庫県南部地震にお

ける JMA KOBE NS 成分を採用する。以後，これらの模擬

波をそれぞれ ART HACHI，ART KOBE と呼ぶ。図 1 に入

力地震動の加速度の時刻歴波形，図 2 に擬似速度応答スペ

クトル p SVおよびエネルギースペクトル VE を示す。図 2 中

には最大加速度 PGA も併せて示す。 
検討対象建物は，物流施設を想定した 5 階建て鋼構造建

物を用いる。図 3 に基準階伏図，図 4 に軸組図を示す。基

準とする階高は 1 階 7.5 m，2 ~ 5 階 6.5 m とする。高さ方

向に剛性が不均一な建物とするため，図 4 に示すように 1
つないし 2 つの階高を 4.0 m とする。各階の荷重は，表 1
に示すように階高ごとに異なる。表 2 に部材断面一覧，表 
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図 3 基準階伏図 

X 

Y 

固定 積載

(N/m2) (N/m2)

屋上 5500 3000

倉庫(6.5m) 4800 4000

倉庫(4.0m) 3000 2000

用途(階高)

表 1 荷重一覧 

柱

大梁

□-500×500×19

～□-600×600×32

H-588×300×12×20

～HY-750×350×14×28

表 2 部材断面一覧 
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ACC (m/s2) 

図 1 入力地震動の加速度波形 

(a) 擬似速度応答スペクトル p SV (b) エネルギースペクトル VE 

ART HACHI ART KOBE 

図 2 擬似速度応答スペクトル p SVとエネルギースペクトル VE 

0.64 

(a) L0 モデル 

(c) L3 モデル (b) L1 モデル 

(e) L35 モデル (d) L13 モデル 
図 4 軸組図 階高低
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3 に建物全重量 W と 1 次固有周期 f T1 を示す。柱および梁

の鋼材種にはそれぞれ BCP325，SN490 を使用する。床ス

ラブによる剛性効果は，梁の曲げ剛性のみを考慮し，剛性

増大率 φ は片側，両側共に 1.5 とする。構造減衰は各モデ

ルの 1 次固有周期に対して減衰定数 h = 0.02 となる初期剛

性比例型とする。各階には剛床を仮定し，X 方向について

検討する。各モデルの呼称は，各階の剛性が概ね均一なモ

デルとして L0 モデル，高さ方向に剛性が不均一な建物を

想定したモデルを階高の低い階からそれぞれ L1, L3, L13, 
L35 モデルとする。図 5 に第 i 層の層質量 mi と層剛性 f ki

の高さ方向分布を示す。層質量 mi より，表 1 に示す荷重

の違いから，階高の低い層の直下の層質量が他層の半分程

度となっている。層剛性 f ki では，L0 モデルの剛性が高さ

方向で概ね均一となっており，他のモデルは階高を低くし

た層の剛性が上下層と比べ極端に大きくなっている。 
地震応答性状

本章は，最大応答値の高さ方向分布より検討を行う。図

6 に 5 つのモデルにおける絶対加速度，せん断力，層間変

位，層間変形角のそれぞれの最大値 Accmaxi，f Qmaxi，δmaxi，

Rmaxi の高さ方向分布を示す。Accmaxi は剛床と仮定した床の

重心位置における絶対加速度，f Qmaxi は対象とする層の柱

に生じるせん断力の和，δmaxi は対象とする階における床の

重心位置と下階の床の重心位置の層変位差を示す。図 6 よ

り，Accmaxi はいずれの建物モデルにおいても下層よりも上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

層のほうが大きい傾向にあり，最上階で最も大きい。本検

討結果において，モデルによる Accmaxi の大きな違いは確認

できない。f Qmaxi はいずれの建物モデルにおいても下層よ

り上層の方が小さいが，建物モデルの特性による影響が少

なく高さ方向に概ね均一な分布となっている。δmaxi は L0
モデルにおいて概ね均一な高さ方向分布が得られた一方，

他のモデルでは高さ方向に不均一となっている。階高が低

く層剛性が大きい層ほど小さい値を示している。δmaxi に比

べ Rmaxi は高さ方向の不均一性がわずかに減少している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

W  (kN) f T 1 (s)

L0 143311 2.03

L1 143005 1.76

L3 131370 1.82

L13 131064 1.54

L35 119425 1.68

表 3 全重量 W と 1 次固有周期 f T1 

 
(a) L0 

 
(b) L1 

 
(c) L3 

 
(d) L13 

 
(e) L35 

図 5 層質量 mi と層剛性 f ki 

◆ ART HACHI ◇ ART KOBE

(a) L0 

(b) L1 

(c) L3 

(d) L13 

(e) L35 
図 6 各最大応答値 
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耐力算定法の違いがエネルギー法に及ぼす影響

エネルギー法による損傷分布は耐力分布に大きく影響

を受ける。本章では耐力算定法の違いに着目し，各検討建

物におけるエネルギー法の適用性を検討する。 
耐震構造におけるエネルギー法の概要

耐震構造における k 層の損傷分布は式(1)のように提案

されている 1)。式(1)は，pi < 1.0 となる相対的に強度の低い

層に損傷が集中し，pi > 1.0 となる相対的に強度の高い層は

損傷を受けないように評価できる式とされている。損傷集

中の程度は n に支配され，n が大きいほど強度の低い層へ

の損傷が集中する割合が極端に大きくなる。 
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式(1)中の si ， pi は式(2)，(3)で表される。 
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ここに，f Wpi：第 i 層の塑性歪エネルギー，f Wp：全層の塑

性歪エネルギー，N：層数，mi：第 i 層の質量，M：全層の

質量，f ki：層剛性， i ：最適降伏層せん断力係数，f yi：降

伏層せん断力係数である。n は構造形式により異なり，式

(4)の値が提案されている 1)。 
n = 12：柱降伏型，筋違構造 
n = 8 ：梁降伏型構造  (4) 
n = 4 ：連層耐震壁付き架構 

荷重増分法による耐力の算定

静的増分解析による耐力算定法（以後，増分法）につい

て以下に示す。外力は告示式による 1 次固有周期を用いた

Ai 分布に従い 2)，いずれかの層間変形角が 1 / 25 となるま

で行う。図 7 に完全弾塑性型の復元力特性への置換方法を

示す。図 7 に示すように，静的増分解析から得られる各層

の履歴曲線の面積と，終局変形 f δui 時の履歴面積が等しく

なる（S1 = S2）完全弾塑性型に置換し，第 i 層における降

伏耐力 f Qyi および降伏変形 f δyi を算定する。以下に算定式

を示す。 

if

i
uifuifyif k

W22     (5) 

yififyif kQ     (6) 

ここに，f δyi：主架構の降伏変形，f δui：主架構の終局変形，

f ki：主架構の層剛性，Wi：静的増分解析結果の履歴曲線の

面積，f Qyi：主架構の降伏層せん断力である。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

節点振り分け法による耐力の算定

略算法として知られる節点振り分け法（以後，節点法）

について述べる 5)。各節点で，柱材端部あるいは左右の梁

材端部に塑性ヒンジを形成させ，柱材端部の全塑性モーメ

ント Mp を決定する。柱の全塑性モーメントから，その柱

の降伏耐力を算定する。各階における柱の降伏耐力の総和

が各層の降伏耐力となる。両側の梁材端部に塑性ヒンジが

形成される場合は，両梁端における全塑性モーメントの和

を上下柱端に 1/2 ずつ分割する。各部材の全塑性モーメン

トは以下式より算定する。 

ypp ZM     (7) 

ここに，Zp：塑性断面係数，σ y：降伏応力度である。 

f δyi は，ここで求めた f Qyi と静的増分解析から得た f ki を

用いて，式(6)から算定する。 
損傷分布への影響

耐力算定法の違いがエネルギー法の損傷分布に及ぼす

影響を検討する。架構が梁崩壊型であるため式(4)より損傷

集中指数 n は 8 とする。式(1)より損傷分布は si，pi による

影響を，pi は耐力による影響を受けることから，図 8(a)～
(e)に 5 つのモデルにおける耐力分布，si 分布，pi 分布，損

傷分布を示し，それぞれで増分法と節点法を比較する。 
耐力分布について，L0 モデルでは増分法と節点法で同

じような概形を示している。一方，高さ方向に剛性が不均

一なモデルにおいて，増分法では L0 モデルと概ね同様な

分布となっているが，節点法では各モデルの構造特性を反

映している。階高の低い層の耐力が他の層よりも大きく，

図 5 の初期剛性 f ki と同様な分布となっている。si 分布につ

いて，式(2)より耐力の影響を受けないため，各モデルで増

分法と節点法で同じ結果が得られた。階高の低い層の剛性

は他の層より大きいため si が小さく，エネルギー吸収量が

小さい。増分法における pi 分布はいずれの場合においても

概ね 1.0 程度となっており，損傷集中が大きく生じない評

価となっている。一方，節点法における pi 分布は高さ方向

に不均一となっている。階高の低い層の pi は相対的に大き

く，その他の層が弱層となって損傷集中する評価となって

いる。損傷分布については，いずれのモデルにおいても増

分法と節点法で大きく異なる結果が得られた。増分法では

特定の層に損傷が集中しないような分布となっているが，

節点法ではいずれのモデルにおいても第 2 層の損傷集中

が大きい。節点法では階高を低くした階の損傷集中は概ね

0 となっている。 

図 7 完全弾塑性型の復元力特性への置換方法 

f Qyi 

f δyi f δui 

f Qi 

f δi 

S1 

S2 
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時刻歴応答解析との比較

エネルギー法で求めた損傷分布(式(1))と時刻歴応答解

析の結果を比較する。損傷集中指数 n は前節と同様に 8 と

する。図 9 に増分法と節点法による損傷分布と時刻歴応答

解析結果の比較を示す。図 9 より耐力算定法に増分法を用

いるといずれのモデルにおいても，時刻歴応答解析結果の

f Wpi / f Wp が最大となる層(以後，損傷集中層)の損傷を，ど

ちらの入力地震動においても安全側で評価できていない。

一方，耐力算定法に節点法を用いた場合は，時刻歴解析の

損傷集中層をどちらの入力地震動においても安全側に予

測できている。 
 

まとめ

高さ方向に剛性が不均一な建物のエネルギー法の適用

性を，時刻歴応答解析との比較により検討した。以下に得

られた知見を示す。 
(1) 耐力算定に静的増分解析を用いると，高さ方向の剛性

分布に依らず耐力分布は同程度となった。一方，節点

振り分け法を用いると剛性分布と同様に各建物モデ

ルの構造特性を反映する耐力分布となった。 
(2) エネルギー法は耐力分布による影響が大きく，耐力算

定法に静的増分解析を用いた際に時刻歴応答解析に

よる損傷集中層を安全側に評価できないことを確認

した。一方，節点振り分け法を用いると損傷集中層を

大きく安全側に評価できた。 
(3) 高さ方向に剛性が概ね均一なモデルでは，耐力算定法

において静的増分解析による予測式で損傷集中層を

安全側に評価できなかった。 
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図 8 増分法と節点法における各分布の比較 
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図 9 増分法と節点法による損傷分布と時刻歴解析の比較 
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